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消費者物価指数に関する一考察
林 文　　彦
??
　昭和35年12月27目閣議決定の「国民所得倍増計画」はその目的として「速
かに国民総生産を倍増して，雇用の増大による完全雇用の達成をはかり，国民
の生活水準を大幅に引き上げる」ωことをうたってい乱
　この計画の目標はr国民経済の規模を今後およそ10年間に実質価値で倍増
すること」一2〕であって，「物価の安定を緯持することはこの計画全体の円滑な
達成に不可欠の条件である」帽］としているが，計画そのものは物価水準を一定
として作業がすすめられた。その理由の一つとして表1の示す如く，昭和30年
以降国民総生産の増大にもかかわらず消費老物価指数はほとんど上昇していな
いことがあげられるであろう。
　しかしながら，35年以降は表　　　　表1
2‘6〕の如くGNPは増大したが卸
売物価指数はともかく消費老物価
指数は上昇の一途を辿った。この
上昇原因をある者はコスト・プッ
シュ・インフレとよび他の老はデ
マンド・プル・イソフレであると
i1国民総生静同指数 C　P　I（全都市）㈲■
，（??）???
億円
85，250 100．O 100．0
■???
95，081 115．3 100，4
32 110，708129．9 103．5　＝
■
；
33 113，416133．0 103・O．
1説1127，942150．1 104．1＝
市）㈲1
しいるが，国民所得倍増計画が日本経済の構造を軽工業中心から重化学工業中
心へとその高度化を意図L，その結果，所得構造に変化を及ぼし消費構造を変
容することになったのである。
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表2
…　1同指数 卸　売 消費着物価指数 物価指数
億円35 153，079100．O 100．0 100．O
36 185，960121．5 101．O 105．3
??????
208，632136．3 99．3 112．5
236，270154．3 101．1 121．O
39 276，455180．6 101．3 125．6
401304，412198．9 102．1 135．2
I
　しかし所得の増大と
消費支出とのアソバラ
ソスは生産性の高い部
門の生産物と低い部門
の生産物とのアソバラ
ソスに対応して表3ω
の示す如く生鮮食料品，
サービス料金の物価上
表3
■
40／35 寄与率
■
■
■
主食・生鮮食料品
％
37．9
食　　　料 16．61工業襲品 13．6‘■
■ サーピス料金 31．9I
1　計 1OO．01。。01
昇への寄与率を大にしてい私
　さらに生産性が上昇したにもかかわらず価
格の低下に必ずしも結びつかない工業製品の
あることが指摘される。
　以下・消費者物価指数をとりまくいくつか
の問題を考察し，所得構造の変化に対応した
消費パターソの把握への道を辿ってみる。
注（1）経済企画庁編r国民所得倍増計画」別紙
　（2）同上　p．12
　（3〕同上　p．21
　（4）経済企画庁編「国民所得統計年報」（昭和41年版）pp．56－57
　（5）総理府統計局「家計調査年報」（昭和34年）p．188
　（6）総理府統計局「家計調査年報」（昭和40年）p．56，p．63
　（℃　総理府統計局「家計調査年報」（鴎和40年）p－50
??
　周知の如く，物価指数はその構成要因として，1．基準時，2．指数晟目，
3．ウエイト，4、指数算式とがあげられ乱
　いま物価指数の作成にあたり，基準時が同じであっても，採用品目，ウェイ
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ト，算式が異なれぱその指数値は同一ではなく，また基準時採用品目，ウエイ
トがかりに同じであっても算式が異なれば同一指数値はえられたい。
　しかし問題は，現実の物価水準を適切に反映させるためには，この4つの構
成要因のうち，どの要因が一番影響力をもつかを考慮しなげればならないとい
うことであるo
　一般的にいえば，産業構造，消費構造の変動幅が大であると患われる時期に
は何にもまして，採用品目・つぎにウエイトに重要度があることである。以上
のことは消費者物価指数の場合にも例外ではない。
　現行の消費者物価指数は，「全国の消費者世帯（農村漁家世帯およぴ単身者
世帯を除く）が購入する各種の商品とサービスの価格を総合した物価の変動を
蒔系列的に測定する」ωものであり，換言すれば，「家計の消費構造を一定のも
のに固定し，これに要する費周が物価の変動によってどう変わるかを指数値で
示した」②ものである。したがって，r消費構造の変化・世帯で購入する商晶
とサーピスの種類や購入量の変化にともなう世帯の生計費の変化を測定するも
のとはなっていない。」｛副
　このような性格をもつ現行消費者物価指数は，基準時を昭和40年（歴年）の
1年間にとり，ウエイトの算定期問もこれと同期問である。
　指数計算に採用する品目は，14〕r消費者が購入する多数の商品およびサービ
スの全体の物価変動を代表できるように，家計支出上重要度が高いこと，価格
変動の上で代表性のあること，さらに銘柄を測定して長期間価格を調査できる
ことなどの観点から364品目が選定」（＊1）されてい私
注＊1　消費者物緬指数の探用品目の価格は，「小売物価統計調査」にもとづくもので
　　ある。この調査で取集される価格は，原貝0として「調査期日に調査店舗で実際に販
　　売している平常の小売価格またはサービス料金」｛4〕である。
　　　Lたカミって，つぎのような価格は調査してい恋い。
　　（1）短期問（1遇間以内）の犬安売り，たなざらえ，投売り等による廉売価格
　　（2）祭礼，火災等に起因する一時的な異常価格
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（3〕半端もの，数種の晶目を抱き合わせて販売している場合の価格
（4）一度に多量取引きする際の割引価格
（5〕中古品，せり売り品，おとり品，月賦飯売品の倣格
　指数の算式は，基準時カロ重相対算式（ラスパイレス型）であり，次のように表わ
される。㈲
ラ（鴻晦）
　　　　　Σ（Σ肌カ）
　　　　　ゴ　｛
　ここに，Poヵ，P勿，肌ヵはそれぞれ，
価格，ウニイトを示している。
．市町村，プ品目の基準時価格，比較時
　現時物価騰貴に対し，消費者物価指数の信頼度にっいて種々批判があるが上
述の如き性格をもつものとしては，どのような方式，期間で算出しても大差あ
るものぱできぬと思われる。
　にもかかわらず，いわゆる実感として受げとりがたく思われるのは，第1に，
所得が貨幣所得として受げとられるにもかかわらず，貨幣所得の増大を実質所
得の増大と考えがちのためであ札ここに購買力の減少が必要以上に心理的に
物価圧力を感じさせると思われ私
　第2に購入頻度（＊2）の大であるものの上昇はそれが小であるものよりも蓬か
に物価圧力を感じさせるためであ私たとえぱ毎目の如く購入する生鮮食料品
は一度購入すれば相当期問購入しないテレビよりも物価圧力を受けやすいもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。
　　表4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和40年，41年に
40年ω 構成比 41年帽〕 構成比
食料費 218，11276．4 220，59276．8
住居費 5，633 2．0 5，783 2．O
光熱費 3，518 1．2 3，433 1．2
被服費 9，848 3．4 9，970 3．5
雑費 48．465 17．O 47，565 16．5
計 鴉・・…1・・… 287，344100．O
■　　■　　　　　L
おげる消費支出額に
占める費目別の購入
頻度をみれば表4の
如く圧倒的に食料費
の占める割合が大で
ある。
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表5
年次 綜合 食料 住居 光熱 被服 雑費
35 74．O 70．5 77．692．280．772．9
36 77．9 74．882．495．983．5 76．4
37 83．280，986．397．888．481．8
38 89．588．590．1 98．793．1 88．O
39 92．990．894．899．296．293．4
40 100．O100．0100．O100．O100．O100．O
41 105．1103．8105．21OO，8103．7108．O
表6
年次 綜合 食料 住居 光熱 榔艮1雑費
35 100．O100．⑪ 100．O100．O100．O100．O
36 105．31C6．1 106．2104．O103．5104．8
37 112．5114．7111．3106．1109．5112．1
38 121．O125．5 116，1 107．1115．3120．6
39 125．6128，8122．2107．6119．2128．O
40 135．2141．8128．9108．5123．9137．1
表7
寄与率
食料　　53．7％
住居　　7．6
光熱　　　L3
被服　　　8．8
雑費　　28．6
計1・・…
1
表8
1鱗1・・年
食料　　4．522　4，232
住居　　　928　1，①70
光熱　　　534　　488
被服　　1．296　1，258
雑費　　2．720　2，952
計1・・，…1・・・…■
　しかもこの購入頻度の多い食料費の上昇率が大であることが物価騰貴に対す
る感覚と消費者物価指数との乖離を深めたのである。
注＊2　「購入頻度」〔副とは，調査世帯が当該項目を家計簿に何回記入したかを示すも
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　　ので，年問1，000世帯当たりで示されたのもであるo
　いま・昭和35年以降の消費者物価指数（全都市）を費目別に，その推移を
みれぱ表51副の如く・食料費の上昇率が大であることが窺われ乱
　これを昭和35年＝100とした（全都市）の動きをみれぱ表6㈹の如く食料費
の上昇率が極めて大であり，さらにこの聞におげる物価上昇の寄与率をみれば
表7則の如く半分以上を食料費が占めている。
　以上の如く，一般に消費者物価指数に対する不信が購入頻度の大である食料
費の上昇にあったことがわかる。っぎに問題になるのは所得の増大に伴い消費
パターンが変化したにもかかわらずウエイトが固定しているということである。
　では費用別のウエイトはどのようになっているか。人口5万以上の都市につ
いて，35年と40年との対比において示せぼ表8胸の如く，住居費，雑費のウ
ェィトが増大し，食料費，光熱費，被服費が減少している。
　前述した如く，消費者物価指数は家計の消費構造を一定のものに固定したも
のであるが現実には所得溝造の変化にともたい消費構造もまた変貌し5ヵ年問
に相当の変化をもたらし，その結果は表5のウエイトの変位を結果したのであ
る。にもかかわらず一度基準時を決めれぱその年次にあわせてウエイトを決定
しつぎに基準時をかえるまでは（このところ，5年毎に変えているが）消費
構造の変化にもかかわらずウエイトを一定として変えないのである。
　このことが消費者物価指数に対する不信の一因にもなっている。この点につ
いては森田教授の示唆にとむ論文がある。「現在の計算方式による物価指数に対
する疑惑の最も大きい理由，そしてある意味で正当な理由は，ウエイトの基礎
になっている消費パターソが，時問とともに時代おくれとなり，消費生活の実
態を反映したいというこうことである」㈱として，現行の消費者物価指数が固
定基準方式であるのに対して連鎖基準方式に改正することを提案したものであ
る。消費パターソの急激な変貌を呈しているとき，消費生活の実態をより反映す
るものとして固定基準方式よりも連鎖基準方式の方が数等すぐれていることは
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論をまたない。しかしこの基準方式の変更によって試算された結果は表9蝸の
如く，「ドリフトの方向が通説と反対に固定基準指数の下に出ている」㈲ことは
注目に値するが，「ドリフトの程度はきわめて僅かである」㈹ということである。
　さらに問題はのこる。階層別消費者物価変動の問題ωがそれである。すな
わち，物価騰貴に伴う消費者家計に与える圧カは必ずしも一様でなく所得階層
によって格差があるのではないかという問題である。このためにはr家計調
査」にっいて一考する必要がある。
注（1）（2）⑧　総理府統計局　薗召和40年墓準消費者物価指数の改正についてp－8．
　　　同上　小売物価統計調査年報（昭和41年）p・4．
　　　同上　P．14．
　　　総理府統計局　家許調査年報（昭和40年）p－256、
　　　同上　pp．25ト316．
　　　同上　家計調査年報（昭和41年）pp．210－270．
　　　同上　　　　　〃　　　　　　　pp．396＿397．
　　　同上　家計調査年毅（昭和40年）pp．440■41．
　　　同上　　　　　〃　　　　　　　p，50．
　　　総理府続計局　昭和40年基準消費者物価指数の改正についてP－3．
　　　森閏優三　「物価指数の算式に革新を」物価総覧所収p．39、
　　　森困優三　r連鎖基準物価指数の再評価」青山経済論集第18巻第2号p．18。
　　　同」＝　　　　　　　　〃　　　　　p，20．
　　　同上　　　　　〃　　　p．20．
　　　国民生活研究所　「階層別消費者物価変動の分析」所蚊　拙稿ppユ5－47．
?
　家計調査におげる支出総額は「実支出」と「実支出以外の支出」およびr翌
月への繰越金」よりなり，実支出はさらにr消費支出」とr非消費支出」とに
わかたれる。
　いま人口5万人以上の都市の勤労世帯について年問収入5分位階級別にこれ
らの項目の関係を示せぱ表10ωの如くである。
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表10現金実収入5分位階級別1世帯当たり年平均1ヵ月問の支出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（勤労者世帯一昭和41年）
支出総額 実支出1 消費支出 非消費 実支出以 翌月への支　　出 外の支出 繰越金
I 53，672 32，849 31，491 1，358 7，308 13，515
皿 76，849 44，479 41，684 2．795 12，756 19．614
皿 96，987 55，701 51，167 4，534 19，493 21，793
w 119，11867，325 60，370 6，955 26，527 25，266
V 182，644101，10484，933，16，171 47，486 34，054
平均1・・・・… ・・・…1・・・…1…私 22，539 22，782一・・
表11
食料費1 住居費 光熱費1 被服費 雑費 計
I 41．911．8 5．3 10．4 36．6lOO．O
皿 38．9 11．9一　　■ 4．8 10．733，8100．0
皿 36．9 10．914．5 11．7 36．O100．O
IV 33．9…110．8 4，4 11．3 39．6100，0
▽ 9，3 4．2 n．6 μ．6 100．0
　表10の如く，消費支出と非消費麦出との推移をみると所得の増加に伴っ．て
消費支出は約3借であるが，非消費支出は12借以上である。これは非消費支
出の主要な項目が勤労所得税や杜会保障費など所得に対する累進的な支出であ
るがためであるo
　家計調査におげる主要項目は消費支出であ乱これを年問収入5分位階級別
に全国勤労老世帯につき費目別にみると表11｛2］の　　　表12
如く食料費と光熱費はエソゲル法貝uどおり所得の増
大に伴ってその構成比は低下している。被服費と薙
費はそれとは逆に所得の増大に伴ってその構成比は
増犬Lている。住居費に関してはツユワーべの法則
の妥当性ぽ未だしの感が強い。
食料費
住居費
光熱費
被服費
薙費
限　　界
支出性向
O．233
0．079
0．035
0．126
0．528
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価
泰135分位階級別消費者物価指数（全都市） 昭和35年＝100
昭和37年5分位階級
総　　　　　　合
（昭和30＝100年）
　食　　　　　料
　　　穀　　　　類
　　　その他の食料
魚
肉
茅L
野
乾
介
類
卵
菜
物
カロエ食品
調　味　料
菓子果物
　　　　　菓　　子
　　　　　果　　物
　　　酒　　　類
　　　飲　　　料
住　　　　　屠
（〃）
　　　家賃地代
　　　　　　（〃）
　　　住宅修繕
　　　　　　（〃）
　　　水　道　料
　　　　　　（〃）
　　　家具什器
　　　　　　（〃）
光　　　　　熱
被　　　　　月艮
　衣　　　　料
　　身のまわり品
雑　　　　　費
　　　保健衛生
　　　交通通信
　　　教　　　育
　　　文　房　臭
　　　教養娯楽
　　　た　ぱ　こ
平均1
112．7
（123．2）
115．4
103．4
120．5
123．7
113．3
108．1
161．2
101．8
127．0
105．2
123．5
109．2
144，4
　　96．7
107．9
110．7
（143．2）
117．6
（197．3）
125．9
（143．6）
109．5
（131．5）
　101．6
（105．O）
　105．6
　109．6
　106．5
　117．1
　112．0
　112．0
　108．4
　120．8
　102．4
　111．9
　100．O
I　　　　皿
112，9
（123．7）
115．3
103．3
121．6
123．9
114．8
106．8
160．7
102．6
127．6
106．2
123．6
　109．4
144，3
　　97．0
　110．1
119．9
（158．8）
　116．7
（195．5）
　126．7
（143．7）
109．5
（131．5）
　102．8
（107．3）
　107．4
　109．1
　1α三．3
　116．O
　110．7
　113．3
　108．0
　115．2
　102．6
　111．0
　100．O
112．6
（123．5）
115．1
103．3
120．8
124．0
114．5
107．5
160．9
102．0
127．1
105．4
123．0
109．2
143，6
　　96．9
108．7
111．4
（154．1）
117．3
（196．5）
　127．3
（146．8）
　109．5
（131．5）
　101，8
（106，8）
　106．2
　109．2
　106．2
　1ユ6．3
　111．3
　112．8
　108．4
　118．9
　102．5
　110．9
　100．O
皿
112．5
（122．9）
115．2
103．4
120．4
123．8
113．3
107．8
161．1
101．8
　127．1
105．O
123．2
　109．4
　144，2
　　96．9
108．5
110．5
（146．9）
　117．7
（197．5）
　1刎、8
（143．O）
　109．5
（131．5）
　101．3
（107．1）
　105．5
　109．1
　106．4
　116．1
　111．9
　112．0
　108．3
　121．6
　102．5
　111．6
　100．O
lV
112．5
（122．8）
115．3
103．4
120．3
124．0
112．8
108．1
160．9
102．2
　126．8
105．0
123．8
109．3
144，7
　　96．6
　108．0
　109．5
（139．8）
　117．8
（197．7）
　126．O
（143．O）
　109．5
（131．5）
　101．2
（105．2）
　105．6
　109．7
　玉06．5
　117．2
　1121
1119
1086
1221
102．3
111．3
100．O
y
112．9
（123．1）
116．1
103．7
120．4
123．8
112．9
109．0
162，7
10⑪．O
126
104
123
109
8
9
7
0
145，0
　　96．4
106．8
110，8
（133，7）
118．3
（198．6）
126．6
（144．O）
109．5
（131．5）
101．6
（103．5）
104．8
110．0
106．6
118．0
112．7
　110．7
108．4
　121．9
　102．4
　112．9
　100．O
（　）は昭和30隼’100とした昭和37年の指数を示す。資料1総理府統計局消費統計課試算
（永山顛回：物価と家計P67所蚊）
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　つぎに全禺勤労者世帯における昭和41年平均の年間収入階級による隈界麦
出性向を費目別にみると表12‘副の如く，消費麦出の増加に伴いその50％以上
が雑費の増大に向げられている。
　消費支出総額のなかに占める雑費の割合は全国勤労着世帯においては平均し
て38．3劣であり，年間収入の増加に伴って増大する傾向があり，かつ前述の
如く，隈界支出性向が50劣であることは，雑費の構成項目たる教養娯楽費，
教育費，交際費，理容衛生費，交通通信費等の値上りはむしろ所得の大なる階
層への影響力が大であるとさえル・えることになろう。
　以上の如く，年間収入5分位階級別に費目別構成比をみれば明らかに相違が
みられる。しかしながら，所得階層別に消費者物価指数の試算（総理府統計局
消費統計課）によれぱ，表13の如く総合では各階級別にはほとんど差は鮎・
のである。
表14年問収入階級別1世帯当たり年問のたぱこの
　　　支出金割　　　　　　（勤労者世帯）単位：円
年敵欝！たぱこ新（。〕生ハイるイト（・〕・⑫）
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
120
140
160
180
200
2．841　　　　1．919
4．838　　　　2．264
5．841　　　　1．895
5．960　　　　1．339
5．766　　　　　1．300
5．281　　　1．065
5．318　　　　　　958
4．935　　　634
4．688　　　　　　752
5．068　　　783
5．172　　　　　558
4．897　　　　　　507
5．761　　　　　　　661
4．716　　　　　　154
4．578　　　294
　135　　　　2．054
　514　　　　2．778
1．272　　　　3．167
1．399　　　　　2．738
1．624　　　　2．924
1．564　　　2．629
1．592　　　　2．550
1．341　　　　　1．975
1．470　　　　　2．222
1．567　　　　2．350
1．673　　　　　2．231
1．913　　　　2．420
2．292　　　　2．953
2．199　　　　2．353
2．512　　　　2，806
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所得階層別に考察しても，ウモイトを固定基準方式から連鎖基準方式に変更
しても犬差ないということは一体何を意味するのであろうか。
　消費支出額が基本的には可処分所得に依存することは是認されたげれぱなら
ないが，いうところの所得が絶対所得であるか，相対所得であるかによってそ
の関数型がことなることもまた事実である。
　さらに，品目によっては所得と麦出額とが一義的な関係をもたないものがあ
ることである。たとえぱ，タバコをとれぱ（表14ω）価格においては倍近くの
差のある「新生」と「ハイライト」とについて低所得層が「新生」，高所得層が
「ハイライト」というが如き対応は必ずしも見出しえない。また消費着物価指数
の採用品目ではないが，乗用車もまた表15の如く所得とは対応していない。
　一体このことは何を意味するのであろうか。基本的には所得と消費とが対応
Lつつも，戦前に比し，高所得層から低所得層への普及化のタイム・ラヅグが
短縮されたことに留意すべきであろ㌦タイム・ラヅグの短縮化はデ壬ソスト
レーショソ効果，割賦制度の普及，消費著金顧の発達等種々の要因があげられ
るであろう。いま勤労着世帯に限定Lて論議すれぱ，賃金の持続的上昇と終身
雇用制とがからみあって，所得と消費との対応に偏債を与えているとみてよい
であろう。
表15 （勤労者世帯）
ぷ竺 40 41㈲ 40 41幅〕 一
10万円 0 O 90万円
20〃 O 0 100〃
593－5，949　　　　　≡6・31518・027
30〃 O O 120〃11，738 4，817
40〃 667 O 140〃 1，878i11，071■
50〃 592 O 160〃 O1　3，599＝
60〃 1，239 2，832 180〃 O O
70〃 295 680 200〃 O　1　　　0　　≡
80〃 957 1，855 200万円以上
0r　　0　　■
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　これらの諸要因が，固定基準のウエイトから連鎖基準に変えても，そのドラ
フトに大差を生ぜしめず，また5分位階級別にみても大きな相違をおこさせた
い結果となったのでは淀いであろうか。
　ここに，所得構造の変化が消費パターソヘの変容を把握するためには，牛収
入を柱とする品目別，地域別の検討の必要性と共に，主要品目を柱とLて年収
入別，地域別等の諾分布を検討できるように「家計調査」の原標を再編成する
必要性が強調される所以である。
注（1〕
　（2）
　（3〕
　（4）
　（5）
　（6）
総理府統計局
同上
同上
同上
同上
同上
家計調査年報（昭和41年）PP．68－72。
　　　〃　　　　　　　　　　　　　　PP．96－98．
　　　〃　　　　　　　　　　　　　　pp．426＿427．
　　　〃　　　　　　　　　　　　　　pp．348－349．
家計調査年報（昭和40年）p．371．
家計調査年報（昭和41年）p．325．
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